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  １．アンケート調査の実施概要 

 

調布市民及び市内事業所の男女共同参画に関する意識・実態を把握するとともに、ご意見やご要

望をお伺いして、今後の男女共同参画に向けた施策を推進するうえでの基礎資料とするものです。 

 
 

 市民意識調査 事業所意識調査 

①調査地域 調布市全域 

②調査対象 調布市在住の 18歳以上の男女 調布市内に事業所のある企業 

③標本数 3,000サンプル 52サンプル 

④標本抽出 住民基本台帳より無作為抽出 市内事業所より抽出 

⑤調査方法 郵送配布・回収（督促はがき１回） 郵送配布・回収 

⑥調査期間 令和２年 11月 13日（金）～11月 30日（月） 
 

 

①市民意識調査：1,419件（47.3％） 

②事業所意識調査：33件（63.5％） 

 

①図表中のｎとは、回答者総数（または該当質問での該当者数）のことである。 

②集計は、小数点第２位を四捨五入している。したがって、数値の合計が 100.0％にならない場合がある。 

③複数回答の設問は全ての比率を合計すると 100.0％を超える場合がある。 

④回答者数の「全体」には、属性（性別、年齢など）の無回答を含むため、男女別等の属性別の数

を合計したものと「全体」の数値が一致しない場合がある。 

⑤本文や図表中の選択肢表記は、短縮・簡略化している場合がある。 

⑥見出し中の「市民」は市民意識調査、「事業所」は事業所意識調査の結果を示している。 

⑦回答がなかった選択肢は、グラフにその割合を記載していない。 

 

≪性別≫ ≪性別・年齢別≫ 

  

女性

55.7

男性

42.6

女性、

男性以外

0.4

無回答

1.3

ｎ=1,419

1.4

1.3

1.7

9.0

9.5

8.1

12.7

12.3

13.6

19.1

20.1

18.2

18.0

18.6

18.0

15.2

15.3

15.2

15.6

14.2

17.7

8.5

8.6

7.6

0.4

0.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

18～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳

60～69歳 70～79歳 80歳以上 無回答

（１）調査目的 

（２）調査設計 

（３）有効回収数 

（４）調査結果の見方 

（５）基礎データ 
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  ２．アンケート調査結果 

 

①家事・育児・介護の分担に関する理想と現実【市民】 

≪理想の家事分担≫ 

 

≪現実の家事分担≫ 

 

   

   

 

 

 

    ≪子どもがいる家庭の割合≫        ≪介護が必要な方のいる家庭の割合≫ 

 

 

 

 
 

8.8

6.8

11.1

26.1

26.1

26.6

56.2

58.7

53.9

0.4

0.3

0.7

0.3

0.1

0.3

0.3

0.4

0.2

4.8

4.4

5.1

3.0

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う

どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する

どちらかというと男性が行う

主に男性が行う

主にパートナー以外の家族が行う

その他

無回答

40.5

49.4

30.2

33.9

29.3

39.1

17.7

13.8

22.0

1.8

1.4

2.3

0.8

0.6

1.1

0.2

0.5

1.4

0.8

2.0

3.8

4.7

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=956)

女性

(n=508)

男性

(n=440)

44.7

46.1

44.6

49.8

49.0

49.4

5.4

4.9

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

該当者 非該当者 無回答

21.2

20.0

23.5

73.1

74.4

70.6

5.7

5.6

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

該当者 非該当者 無回答

21.2

20.0

23.5

73.1

74.4

70.6

5.7

5.6

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

該当者 非該当者 無回答

（１）家事・育児・介護について 

理想では、「男性と女性が同じ程度に分担する」が５割半ばと最も高くなっているが、現実で

は女性が家事を行っている割合が高い。 

子どもがいる家庭は４割半ばとなっている。また、介護が必要な方がいる家庭はおよそ２

割となっている。 

8.8

6.8

11.1

26.1

26.1

26.6

56.2

58.7

53.9

0.4

0.3

0.7

0.3

0.1

0.3

0.3

0.4

0.2

4.8

4.4

5.1

3.0

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う

どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する

どちらかというと男性が行う

主に男性が行う

主にパートナー以外の家族が行う

その他

無回答
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≪理想の育児分担≫ 

 

≪現実の育児分担≫ 

 

 

 

 

 

≪理想の介護分担≫ 

 

≪現実の介護分担≫ 

 

 

   

4.2

3.0

5.3

23.3

22.5

25.1

58.8

63.9

53.2

0.4

0.3

0.7

0.1

0.3

0.1

0.1

6.3

4.6

8.4

6.7

5.6

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する どちらかというと男性が行う

主に男性が行う 主にパートナー以外の家族が行う

その他 無回答

37.3

46.2

25.2

43.3

38.7

49.6

18.0

14.6

22.6

0.3

0.7

0.3

0.3

0.4

0.8

0.3

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=635)

女性

(n=364)

男性

(n=270)

主に女性が行う どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する どちらかというと男性が行う

主に男性が行う 主にパートナー以外の家族が行う

その他

概要版用

2.3

1.4

3.3

6.7

7.3

6.1

69.6

71.6

68.3

2.3

1.5

3.3

0.5

0.4

0.5

1.3

1.6

0.7

11.6

11.0

12.2

5.8

5.1

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する どちらかというと男性が行う

主に男性が行う 主にパートナー以外の家族が行う

その他 無回答

29.9

40.5

17.6

26.6

29.1

23.9

31.2

20.9

43.0

3.0

1.3

4.9

1.3

0.6

2.1

0.7

0.6

0.7

7.3

7.0

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=301)

女性

(n=158)

男性

(n=142)

主に女性が行う どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する どちらかというと男性が行う

主に男性が行う 主にパートナー以外の家族が行う

その他

理想では、「男性と女性が同じ程度に分担する」がおよそ６割と最も高くなっているが、現実

では女性が育児を行っている割合が高い。 

理想では、「男性と女性が同じ程度に分担する」がおよそ７割と最も高くなっているが、現実

では女性が介護を行っている割合が高く、家事や育児と同様に理想と現実の間に乖離が見ら

れる。 

8.8

6.8

11.1

26.1

26.1

26.6

56.2

58.7

53.9

0.4

0.3

0.7

0.3

0.1

0.3

0.3

0.4

0.2

4.8

4.4

5.1

3.0

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う

どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する

どちらかというと男性が行う

主に男性が行う

主にパートナー以外の家族が行う

その他

無回答

8.8

6.8

11.1

26.1

26.1

26.6

56.2

58.7

53.9

0.4

0.3

0.7

0.3

0.1

0.3

0.3

0.4

0.2

4.8

4.4

5.1

3.0

3.2

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

主に女性が行う

どちらかというと女性が行う

男性と女性が同じ程度に分担する

どちらかというと男性が行う

主に男性が行う

主にパートナー以外の家族が行う

その他

無回答
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②家事・育児・介護時間への新型コロナウイルス感染症の影響【市民】 

      

≪新型コロナウイルス感染症の家事・育児・介護時間への影響≫ 

 

 

 

 

 

         ※育児・介護のグラフは、該当者（育児や介護が必要な方）のみの影響割合を示しています。 

 

    

20.8

25.2

15.4

1.3

2.0

0.5

63.2

58.2

70.1

14.7

14.6

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

増えた

減った

変化はなかった

該当しない（対象となる家族がいない）

無回答

（ア）家事

25.2

31.2

18.6

2.2

3.7

0.5

72.5

65.1

80.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=404)

女性

(n=218)

男性

(n=183)

増えた 減った 変化はなかった

（イ）育児

6.4

10.9

2.2

2.1

3.3

1.1

91.4

85.9

96.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=187)

女性

(n=92)

男性

(n=93)

増えた 減った 変化はなかった

（ウ）介護

20.8

25.2

15.4

1.3

2.0

0.5

63.2

58.2

70.1

14.7

14.6

14.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

増えた 減った 変化はなかった 無回答

（ア）家事

家事や育児では「増えた」が２割から２割半ばとなっているが、介護では何らかの変化があっ

た割合は、１割未満となっている。家事、育児、介護とも女性の方が「増えた」の割合が高い。 
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①育児・介護休業制度の有無及び利用状況【市民】 

≪育児・介護休業制度の有無≫ ≪育児・介護休業制度の利用状況≫ 

  

 

   

  

 

②育児・介護休業制度を利用できない理由【市民】 

 

 

   

 

46.8

8.1 0.2

17.4 17.4 10.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=817)

育児休業制度・介護休業制度が両方ある

育児休業制度のみある

介護休業制度のみある

ない

制度があるかどうか知らない

無回答

8.0

2.0 7.6

65.1 14.0 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=450)

どちらも利用が難しい・できない

育児休業の利用が難しい・できない

介護休業の利用が難しい・できない

どちらも利用できる

わからない

無回答

53.2

49.4

32.9

29.1

21.5

19.0

50.0

27.8

41.7

27.8

5.6

19.4

55.8

67.4

25.6

30.2

34.9

18.6

0% 20% 40% 60% 80%

職場に迷惑をかけたくない

意識があるから

職場が育児・介護休業を

取得できる雰囲気ではないから

過去に利用した人がいないから

収入が減少するから

昇進・昇格などに

不利になると思うから

元の仕事（職場）に

復帰できるとは限らないから

全体(n=79)

女性(n=36)

男性(n=43)

（２）仕事について 

「育児休業制度・介護休業制度が両方ある」が４割半ばと最も高くなっている。また、育児・

介護休業制度の利用状況では、「どちらも利用できる」が６割半ばと最も高くなっている。 

「職場に迷惑をかけたくない意識があるから」が半数以上と最も多くなっている。ただし、性

別にみると、男性は職場の雰囲気や昇進・昇格を理由としている割合が、女性と比べ非常に高

くなっている。 
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③女性の就業についての考え方【市民】 

       

 

 

 

 
 

④女性が長く働き続ける上で障害となっていると思うこと【市民】 

 

 

 

⑤女性の雇用・登用を推進するための取組【事業所】 

 

 

1.2 3.0

7.2 50.1 23.1 10.7 4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

仕事はしない 結婚するまでは仕事をするが、結婚後はしない

子どもができるまでは仕事をするが、その後はしない 子育ての時期だけ一時的にやめて、その後はまた仕事をする

結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする その他

無回答

1.2 3.0

7.2 50.1 23.1 10.7 4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

仕事はしない 結婚するまでは仕事をするが、結婚後はしない

子どもができるまでは仕事をするが、その後はしない 子育ての時期だけ一時的にやめて、その後はまた仕事をする

結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする その他

無回答

54.9

53.6

48.3

1.2

53.9

55.4

49.9

1.1

57.0

51.7

46.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児

育児休業や再就職など、長く働き続ける

ための職場の条件・制度が不十分

子どもを預けるところがない

障害、困難になるものはない

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

63.6

54.5

33.3

12.1

0% 20% 40% 60% 80%

明確な人事考課基準に沿って、性別に

とらわれない人事考課を行う

多様な働き方（短時間勤務、フレックス

タイム、テレワーク等）を導入する

女性の活用に関する担当者・責任者の

選任など、企業内の体制を整備する

行っていない、行う予定はない

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

およそ半数の市民が女性の就業について、「子育ての時期だけ一時的にやめて、その後はまた

仕事をする」ことが望ましいと考えている。 

職場の条件・制度が不十分であることのほか、育児や子どもを預ける場所など、子どもに関わ

ることが、女性が長く働く上で障害となっていると考えている市民が多い。 

およそ９割の事業所が、女性の雇用・登用を推進するための取組を行っており、特に「明確な

人事考課基準に沿って、性別にとらわれない人事考課を行う」が６割以上と高くなっている。 

1.2 3.0

7.2 50.1 23.1 10.7 4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

仕事はしない

結婚するまでは仕事をするが、結婚後はしない

子どもができるまでは仕事をするが、その後はしない

子育ての時期だけ一時的にやめて、その後はまた仕事をする

結婚・出産にかかわらず、ずっと仕事をする

その他

無回答



 

8 

⑥女性の雇用・登用を推進する上での課題【事業所】 

 

 

 

 

 

⑦育児・介護休業制度の有無【事業所】 

 

 

 

 

 

⑧男性の育児休業取得促進のための取組の有無【事業所】 

 
 

 

51.5

15.2

15.2

30.3

0% 20% 40% 60% 80%

家事・育児・介護などをしている

女性が多いことを考慮する必要がある

時間外労働、深夜労働をさせにくい

重量物の取扱いや危険有害業務

について、制約がある

特にない

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

78.8

75.8

3.0

6.1

18.2

18.2

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

育児休業制度

介護休業制度

制度がある 今後導入する予定である 制度はない 無回答

21.2

12.1

9.1

9.1

63.6

0% 20% 40% 60% 80%

社内制度の周知を行う

個別に働きかけをする

法を上回る制度設計をする

取得事例の紹介をする

行っていない

全体(n=33)

【
上
位
４
つ
の
回
答
】

およそ半数の事業所が、女性を雇用・登用する上で「家事・育児・介護などをしている女

性が多いことを考慮する必要がある」としている。一方で、課題は「特にない」としてい

る事業所もおよそ３割となっている。 

７割半ばから８割ほどの事業所で、育児休業や介護休業が制度化されている。 

６割以上の事業所が、男性の育児休業取得促進のための取組を行っていない。取組を行っ

ている事業所では、「社内制度の周知を行う」がおよそ２割と最も高くなっている。 
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⑨男性従業員が育児休業を取得するにあたっての課題【事業所】 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「仕事」「家庭生活」「個人の生活」のバランスについての希望と現実【市民】 

≪希望≫ ≪現実≫ 

  

 

  

 

  

57.6

48.5

33.3

6.1

0% 20% 40% 60% 80%

代替要員の確保が困難

男性自身に育児休業を

取る意識がない

休業中の賃金補償

特にない

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

3.2

0.9

6.3

15.1

17.5

11.7

13.7

14.2

13.4

12.5

9.0

17.4

6.9

6.5

7.3

21.1

24.4

16.9

24.5

24.8

24.5

2.8

2.8

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

20.5

14.2

29.1

21.4

28.1

12.6

11.6

12.5

10.4

17.8

16.2

20.5

6.7

6.1

6.9

12.0

13.0

10.4

6.5

5.7

7.6

3.5

4.2

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

3.2

0.9

6.3

15.1

17.5

11.7

13.7

14.2

13.4

12.5

9.0

17.4

6.9

6.5

7.3

21.1

24.4

16.9

24.5

24.8

24.5

2.8

2.8

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体…

女性…

男性…

「仕事」を優先 「家庭生活」を優先

「個人の生活」を優先 「仕事」と「家庭生活」を優先

「仕事」と「個人の生活」を優先 「家庭生活」と「個人の生活」を優先

「仕事」、「家庭生活」、「個人の生活」のすべてを両立 無回答

男性従業員が育児休業を取得するにあたって課題となるのは、「代替要員の確保が困難」が

５割半ばと最も高くなっている。 

（３）ワーク・ライフ・バランスについて 

希望では、『「仕事」、「家庭生活」、「個人の生活」のすべてを両立させたい』が多くなって

いるが、現実には女性は「家庭生活」、男性は「仕事」を優先している市民が多く、希望と

現実との間に差がある。 
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②「仕事」「家庭生活」「個人の生活」のバランスをとるために必要なこと【市民】 

 

 

 

 

 

 

③ワーク・ライフ・バランスに関する取組状況【事業所】 

 

 

 

  

50.6

42.6

40.6

40.4

38.7

59.7

41.4

42.5

41.1

37.1

39.2

44.8

38.7

40.0

40.7

0% 20% 40% 60% 80%

家族の理解・協力

長時間労働の削減

職場や上司の理解・協力

フレックスタイムやテレワーク

勤務などの柔軟な働き方

有給休暇の取得促進

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

【
上
位
５
つ
の
回
答
】

78.8

72.7

24.2

24.2

24.2

6.1

0% 20% 40% 60% 80%

仕事のやり方の見直しや、

長時間労働の削減に取り組んでいる

年次有給休暇の取得を奨励している

職場アンケ-ト等を行い、従業員の

意見を聞き、改善を進めている

ノー残業デーを設けている

多様な働き方を導入している

特にない

全体(n=33)

【
上
位
５
つ
の
回
答
】

「家族の理解・協力」がおよそ５割と最も高くなっており、特に女性では、６割が家族の

理解・協力が必要であると考えている。 

９割以上の事業所で、ワーク・ライフ・バランスに関する何らかの取組が行われているが、

特に仕事のやり方の見直しや長時間労働の削減、年次有給休暇の取得奨励を行っている事

業所が多くなっている。 
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④ワーク・ライフ・バランスを推進する上で難しいと感じていること【事業所】 

 

 

 

 

 

 

 

①ハラスメントを受けた経験【市民】 

 

 

 

  

60.6

30.3

27.3

15.2

0% 20% 40% 60% 80%

代替要員の確保等、

人員配置に苦慮すること

風土の醸成

制度利用者と非利用者の

間での不公平感

特にない

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

27.7

27.1

8.1

52.7

32.8

26.8

13.2

47.2

21.5

27.8

1.3

59.5

0% 20% 40% 60% 80%

言葉や態度による嫌がらせ

（モラル・ハラスメント）

権威や立場を利用した嫌がらせ

（パワー・ハラスメント）

性的な嫌がらせ

（セクシュアル・ハラスメント）

受けたことがない

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

ワーク・ライフ・バランスを推進する上で難しいと感じていることとして、およそ６割の

事業所で「代替要員の確保等、人員配置に苦慮すること」があげられている。 

（４）ハラスメントについて 

ハラスメントを受けたことがある市民は、男性よりも女性に多く、全体のおよそ５割が何

らかのハラスメントを受けている。ハラスメントの内容としては、モラル・ハラスメント

やパワー・ハラスメントを受けている市民の割合が高くなっている。 
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②ハラスメントを受けた際の相談状況【市民】 

 
 

 

 

③ハラスメントを受けた際にだれ（どこ）にも相談しなかった理由【市民】 

 
 

 

 

④ハラスメント防止のための取組【事業所】 

 

 

32.9

24.7

20.5

37.7

39.4

30.8

20.1

31.6

22.4

14.2

21.9

47.5

0% 20% 40% 60% 80%

友人・知人

家族や親戚

会社の上司、

人事担当部署

だれ（どこ）にも

相談しなかった

全体(n=599)

女性(n=373)

男性(n=219)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

62.8

31.0

24.8

63.6

31.4

28.0

61.5

30.8

22.1

0% 20% 40% 60% 80%

相談してもむだだと思ったから

相談するほどのことでは

ないと思ったから

自分さえがまんすれば、なんとか

このままやっていけると思ったから

全体(n=226)

女性(n=118)

男性(n=104)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

69.7

48.5

42.4

24.2

0% 20% 40% 60% 80%

就業規則などに

ハラスメント禁止を明記

事業所内外に相談窓口・担当者、

苦情処理機関などを設置

ハラスメントに関する

研修・講習などの実施

行っていることはない

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

ハラスメントの被害を受けた市民のうち、およそ３分の１は、だれ（どこ）にも相談して

おらず、特に男性は相談していない割合が高くなっている。 

ハラスメントの被害を受けても相談しなかった理由は、「相談してもむだだと思ったから」

が、およそ６割と最も高くなっている。 

７割半ばの事業所がハラスメント防止のための取組をしており、特に就業規則などにハラ

スメント禁止を明記している事業所が多くなっている。 
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⑤職場でハラスメントが起った場合に対応が難しいこと【事業所】 

 

 

 

 

 

 

 

①ＤＶを受けた経験の有無【市民】 

≪新型コロナウイルス感染症 感染拡大前≫ ≪新型コロナウイルス感染症 感染拡大後≫ 

  

  
 

 

  

66.7

60.6

30.3

0% 20% 40% 60% 80%

どこまでがハラスメントに

該当するか、線引きが難しい

事実確認が難しい

プライバシーの保護が難しい

全体(n=33)
【
上
位
３
つ
の
回
答
】

1.7

4.2

1.3

0.5

1.1

1.3

4.7

9.0

2.0

2.2

2.4

1.4

86.1

79.5

89.0

89.6

88.9

88.6

7.5

7.3

7.7

7.7

7.7

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体的暴力

精神的暴力

経済的暴力

性的暴力

社会的暴力

子どもを巻き込んだ

暴力（面前ＤＶ）

0.3

2.7

0.6

0.1

0.4

0.7

1.3

5.4

0.8

0.5

1.7

0.8

90.0

83.8

90.1

91.1

89.6

89.1

8.4

8.0

8.5

8.4

8.3

9.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体的暴力

精神的暴力

経済的暴力

性的暴力

社会的暴力

子どもを巻き込んだ

暴力（面前ＤＶ）

1.7

4.2

1.3

0.5

1.1
1.3

4.7

9.0

2.0

2.2

2.4

1.4

86.1

79.5

89.0

89.6

88.9

88.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体的暴力

精神的暴力

経済的暴力

性的暴力

社会的暴力

子どもを巻き込んだ…

何度もある １、２度ある まったくない 無回答

「どこまでがハラスメントに該当するか、線引きが難しい」と考えている事業所が６割半

ばと最も高くなっている。 

（５）ドメスティック・バイオレンスについて 

「精神的暴力」を受けた市民の割合が他と比べ高くなっており、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大前後を通して、１割前後となっている。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大前後でＤＶを受けた経験を比べても、両者に大きな差は見られない。 
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②パートナーや交際相手以外から暴力を受けた経験の有無【市民】 

 

 

 

③ＤＶ等を受けた際の相談状況【市民】 

 

 

 

④ＤＶ等を受けた際の相談相手【市民】  

 

  

11.8

7.6

2.3

1.9

74.7

13.5

8.7

3.8

2.2

72.4

9.3

6.3

0.3

1.5

78.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神的暴力

身体的暴力

性的暴力

経済的暴力

受けたことはない

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

21.8

26.5

13.2

3.4

4.0

2.6

3.7

4.0

3.5

43.8

42.9

48.2

27.2

22.6

32.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=349)

女性

(n=226)

男性

(n=114)

相談した

相談したかったが、相談先を知らなかった

相談したかったが、相談しなかった

相談しようと思わなかった

無回答

57.9

48.7

14.5

56.7

48.3

15.0

60.0

46.7

13.3

0% 20% 40% 60% 80%

友人・知人

家族・親戚

市の各種相談窓口

全体(n=76)

女性(n=60)

男性(n=15)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

「受けたことはない」が７割半ばと最も高くなっているが、暴力を受けたことがある市民も一

定数おり、いずれの暴力も女性の方が被害の割合が高くなっている。 

「相談した」はおよそ２割にとどまっている。特に男性は１割を少し上回る程度となってお

り、多くの市民は相談していない。 

ＤＶ等を受けた際の相談相手について、「友人・知人」が５割半ばと最も高くなっている。次

いで「家族・親族」がおよそ５割となっている。 
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⑤ＤＶ等を受けた際にだれ（どこ）にも相談しなかった理由【市民】 

 

 
 
 

⑥暴力に対する認識【市民】 

 

  

44.0

32.5

30.7

30.7

42.5

27.4

34.9

29.2

45.8

42.4

23.7

33.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

相談するほどの

ことではないと思った

相談しても無駄だと思った

自分にも悪いところがあると思った

我慢すればやっていけると思った

全体(n=166)

女性(n=106)

男性(n=59)

【
上
位
４
つ
の
回
答
】

28.3

41.9

42.2

73.9

77.0

73.6

86.6

76.5

79.1

71.2

52.6

38.3

39.8

13.5

10.8

14.8

2.3

10.0

9.0

16.3

9.7

11.1

9.1

3.9

3.6

3.1

2.7

4.4

3.0

3.6

9.4

8.7

8.9

8.7

8.6

8.5

8.4

9.0

8.9

8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何を言っても無視する

交友関係や電話、メール、

郵便を細かくチェックする

外出や親族・知人との

付き合いを制限する

大切にしている物をわざと

壊したり、捨てたりする

「誰のおかげで生活できる」とか

「役立たず」「クズ」などと言う

なぐるふりをする、

大声でどなる

なぐる・蹴る

見たくないのにポルノ映像

やアダルトサイトを見せる

性的な行為を強要したり、

避妊に協力しない

生活費を渡さない

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力の場合も、そうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

「相談するほどのことではないと思った」が最も多くなっている。また、男性は「相談しても

無駄だと思った」が女性と比べ多くなっている。 

「なぐる・蹴る」などの身体的暴力は、暴力にあたると認識している市民の割合が高くなって

いるが、「相手を無視する」や「外出や付き合いを制限する」などの精神的暴力、社会的暴力

に対して、それが暴力であると認識している市民の割合は相対的に低い。 
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≪女性≫ ≪男性≫ 

 

 

 

 

 

 

 

①「性的マイノリティ」という言葉の認知度【市民】 

 

 

  

32.7

49.9

53.3

79.1

82.8

80.1

89.0

80.4

82.7

75.3

50.9

33.9

32.3

9.6

6.5

9.7

1.0

7.7

6.8

13.2

7.7

7.5

6.1

2.8

2.4

2.0

1.9

3.0

2.0

2.8

8.7

8.7

8.4

8.5

8.4

8.1

8.1

8.9

8.5

8.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

何を言っても無視する

交友関係や電話、メール、

郵便を細かくチェックする

外出や親族・知人との

付き合いを制限する

大切にしている物をわざと

壊したり、捨てたりする

「誰のおかげで生活できる」とか

「役立たず」「クズ」などと言う

なぐるふりをする、

大声でどなる

なぐる・蹴る

見たくないのにポルノ映像

やアダルトサイトを見せる

性的な行為を強要したり、

避妊に協力しない

生活費を渡さない

どんな場合でも暴力にあたると思う

暴力の場合も、そうでない場合もあると思う

暴力にあたるとは思わない

無回答

22.6

32.2

28.4

68.3

70.6

66.1

84.8

72.7

75.7

66.8

55.9

44.5

50.2

18.7

16.5

21.7

4.1

13.2

12.1

20.7

12.4

15.4

12.9

5.1

5.1

4.3

3.5

6.0

4.0

4.5

9.1

7.9

8.4

7.9

7.8

7.9

7.6

8.1

8.3

8.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

どんな場合でも暴力にあたると

思う
暴力の場合も、そうでない場合

もあると思う
暴力にあたるとは思わない

79.8 9.5

6.1

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

意味を知っていた

聞いたことはあるが、意味は知らなかった

聞いたことがなかった

無回答

性別にみると、精神的暴力や社会的暴力に対する認識が身体的暴力などと比べると低くなっ

ていることなど、女性・男性ともに同じ傾向を示している。また、全体的に男性は女性に比

べ、それぞれの行為が暴力であるとの認識の割合が低くなっているが、特に社会的暴力につ

いては、性別による認識の差が大きくなっている。 

（６）性的マイノリティについて 

およそ８割の市民が、「性的マイノリティ」という言葉を意味まで知っている。 
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②性的マイノリティに対する取組【事業所】 

 

 
 

③性的マイノリティに対する支援制度を整備する上で難しいと感じていること【事業所】 

 

 

 

④性的マイノリティの人々の人権を守るために必要な施策【市民】 

 

     

9.1

9.1

6.1

6.1

72.7

0% 20% 40% 60% 80%

従業員の理解促進のための

講習会や研修を実施する

当事者が利用しやすいトイレや

更衣室などを設置する

相談窓口を設置する

社内の規定や採用情報などで

「セクシュアリティで差別を

しない」などの文言を明記する

特にない

全体(n=33)

【
上
位
４
つ
の
回
答
】

33.3

27.3

18.2

18.2

36.4

0% 20% 40% 60% 80%

どのような取組を実施すれば

よいのかわからない

当事者のニーズや意見を

把握することが難しい

社員の理解が足りない

取組を行うための

知見を持った人材がいない

わからない

全体(n=33)

【
上
位
４
つ
の
回
答
】

54.8

53.1

47.6

4.1

55.9

57.3

48.9

1.8

53.7

48.3

46.4

6.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

正しい理解を深めるための

教育を学校で行う

性的マイノリティであっても不利な

取り扱いをうけないよう法律や

パートナーシップ制度を整備する

悩みを打ち明けられるよう

相談・支援体制を充実させる

特に必要なことはない

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

【
上
位
３
つ
の
回
答
】

特に取組を行っていない事業所がおよそ７割となっている。取組を行っている事業所では、ト

イレや更衣室の設置など施設整備のほか、講習や研修など従業員の理解促進が多くなっている。 

性的マイノリティに対する支援制度を整備する上で難しいことは、「どのような取組を実施

すればよいのかわからない」が３割を超えている。 

学校教育での理解促進，法やパートナーシップ制度の整備を求める市民が５割を超えている。 
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①各分野における男女平等に対する認識【市民】 

 
 

 

 

 

②「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」との考え方に対する意見【市民】 

 

  

2.6

0.6

1.1

0.3

0.1

0.8

0.6

10.6

3.9

4.9

2.7

0.2

2.9

2.5

37.9

66.6

20.9

13.6

8.0

34.2

15.5

35.9

18.5

45.7

52.6

36.2

37.8

55.8

8.3

3.2

21.9

25.4

50.4

18.3

20.4

4.7

7.0

5.6

5.4

5.1

6.0

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭の中では

学校教育の場では

職場の中では

社会通念・慣習

・しきたりでは

政治の場では

法律や制度の上では

社会全体では

女性が優遇されている 女性のほうがやや優遇されている

平等になっている 男性のほうがやや優遇されている

男性が優遇されている 無回答

2.1

1.3

2.6

19.3

16.2

23.6

19.3

17.5

22.0

56.1

61.5

49.6

3.2

3.5

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

そう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない そう思わない

無回答

（７）男女共同参画について 

学校教育の場では、男女が平等になっているとの認識が半数以上と多くなっている一方

で、政治の場や社会通念・慣習・しきたり、社会全体においては、まだ男女が平等になっ

ているとの認識は少ない。 

否定的な意見（「どちらかと言えばそう思わない」と「そう思わない」の合計）が、７割半

ばと多数を占めている。 
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③調布市男女共同参画推進センターの利用状況【市民】 

 

 

 

 

 

④男女共同参画に関する用語の認知度【市民】 

 

 

  

2.2

3.3

0.8

21.6

25.1

17.0

72.3

67.2

79.7

3.9

4.4

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=1,419)

女性

(n=790)

男性

(n=605)

利用したことがある 知っているが、利用したことがない

センターがあることを知らない 無回答

82.6

66.6

64.6

8.7

23.5

18.1

3.5

4.7

12.4

5.3

5.2

4.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＤＶ

働き方改革

介護離職

上
位
３
語

15.1

12.9

3.8

37.2

41.9

22.8

42.8

39.7

67.9

4.9

5.4

5.4

男女共同参画

社会基本法

女性活躍推進法

調布市男女共同

参画推進プラン

意味（内容）まで知っている

聞いたことはあるが、意味（内容）は知らない

知らない

無回答

下
位
３
語

調布市男女共同参画推進センターを利用したことがある市民は、１割未満となっている。

また、認知度も２割半ばとなっており、特に男性で認知度が２割未満と低くなっている。 

「ＤＶ」「働き方改革」「介護離職」などの用語を意味（内容）まで知っている市民が多く

なっている一方で、「調布市男女共同参画推進プラン」「女性活躍推進法」「男女共同参画

社会基本法」など、法律や計画の名称については認知度が低い傾向がある。 
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⑤調布市における男女共同参画社会づくりのために特に力を入れるべきと思うこと【市民】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49.3

46.9

46.1

27.3

23.6

23.1

54.6

50.1

47.0

29.6

21.1

25.1

42.8

42.6

45.8

24.8

26.0

20.2

0% 20% 40% 60% 80%

多様なライフスタイルに応じた

働き方を選択できる環境の整備

介護サービスの充実

（訪問介護、施設サービス等）

子育て支援サービスの充実

（保育サービス、学童保育等）

女性の就労機会を増やすことや、

職業教育・訓練を支援する取組

男女共同参画に関する

情報提供や学習機会の確保

男性の家庭（家事、育児、介護等）への

主体的な参加を促すための意識啓発

全体(n=1,419)

女性(n=790)

男性(n=605)

【
上
位
６
つ
の
回
答
】

登録番号 

（刊行物番号） 

2020-194 

「多様なライフスタイルに応じた働き方を選択できる環境の整備」や「介護サービスの充

実」、「子育て支援サービスの充実」といった、仕事と家庭生活の両立を図るための取組に

対するニーズが多く見られる。 

 

調布市男女共同参画に関する意識調査報告書【概要版】 

令和３年３月 

発行：調布市 

編集：生活文化スポーツ部 男女共同参画推進課 

   〒182-0022 

   東京都調布市国領町２-５-15 コクティー３階 

   調布市男女共同参画推進センター 

   電話 042-443-1213 


